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して運営されている。国民保険は、退職年金（基礎年金（Basic State Pension）、国家






ている。また、支給開始年齢は、退職したかどうかに関わらず、男性 65 歳、女性 60 歳
である。基礎年金は戦後から継続して設けられているのに対し、国家第二年金は幾度の
改正が行われ、現行制度となっている。1970 年代からの報酬比例の国家所得比例年金制


































































































































厚生年金基金 確定給付企業年金 適格退職年金 確定拠出年金（企業型)























適格退職年金制度は 1962 年に創設された制度であるが、2001 年の確定給付企業年金法
制定に伴い 2012 年 3 月で廃止されることが決まっている。現在の根拠法令は、法人税法



















































































































































る点である。たとえば、従来の IAS 第 19 号や米国基準、日本基準では、退職給付見込額
を各期に帰属させ割り引くという考え方（すなわち残高の差額ではなく、費用の累積が残











金、年金などの退職給付に関しても、米国基準（SFAS 第 87 号）や国際会計基準（IAS
第 19 号）と基本的に同じ概念にもとづく「退職給付に係る会計基準」（以下「退職給付会






















































































退職給付会計基準上の年金資産の要件は、1999 年 9 月公表の日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第 13 号「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（以下「実務指針」








































































































1985年に定めた、米国財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standard）
29




















（Sarbanes-Oxley Act of 2002. 以下「SOX法」とする。）が制定された。SOX法第401






























国際会計基準（IAS）第 19 号「従業員給付」は、1998 年に IASB の前身である IASC
（International Accounting Standards Committee:国際会計基準委員会）によって作成さ
れたもので、給与・賞与・有給休暇・退職給付など、従業員に対する給付全般の会計処理









て、2011 年 6 月、IAS19 号の改定基準書が公表された。以下、米国と同様に、時間的経
過に沿って退職給付会計を見ていく。
(1) IAS 第 19 号の概要
IAS19 号は、IFRS 第 2 号「株式報酬」が適用されるものを除き、事業主のすべての従
業員給付に関する会計処理に適用される（IAS 第 19 号第 5 項）。なお、従業員給付とは、
従業員が提供した勤務と交換に、企業が与えるあらゆる形態の対価をいう（IAS 第 19 号






















(2) IAS 第 19 号を巡る最近の動向24



























































































































































































































































































































































米国会計学会（American Accounting Association: AAA）から、基礎的会計理論に関する





















































































































































社は、1,800 億円の積立不足を 20 年間の定額償却（年間 5％）から、27 パーセントの定








され、2000 年 4 月から退職給付会計が導入された。
以下、日本大学産業経営研究所の産業経営動向調査報告書「わが国企業への退職給付の
会計基準の影響に関する実態調査」に沿って、企業行動の変化をたどる。本調査の調査期
間は 2000 年 4 月から 2002 年 3 月であり、アンケート調査の対象企業は、「会社四季報」
（平成 13 年度版）掲載の上場会社と店頭登録企業 2,416 社、および「会社四季報未上場
会社」の従業員 300 名以上の会社より無作為抽出した企業 584 社の合計 3,000 社を対象と
























職一時金制度）と厚生年金基金制度とを保有していた。しかし、2001 年および 2002 年の
法改正で確定拠出年金制度や確定給付年金制度が認められると、制度変更を予定している、







































































































































































































































































































合計 2000 72.5 8.3 50.2% 39.3 54.2% 33.2 23.0% 10.6
1049社 2001 77.4 9.0 53.9% 38.9 50.3% 38.5 26.7% 6.1
2002 72.5 8.4 51.2% 30.7 42.3% 41.8 29.5% 6.2
2003 64.4 7.4 41.5% 33.4 51.9% 31.0 20.0% 6.9
代行返上 2000 37.4 8.5 59.1% 22.4 59.9% 15.0 23.7% 5.0
計305社 2001 40.8 9.4 64.8% 22.4 54.9% 18.4 29.2% 2.6
2002 38.2 8.7 62.0% 16.8 44.0% 21.4 34.7% 3.0
2003 31.9 7.2 46.9% 17.3 54.2% 14.6 21.5% 3.9
解散 2000 3.1 9.2 70.7% 1.8 60.0% 1.2 28.3% 0.3
計54社 2001 2.9 8.7 66.1% 1.5 53.2% 1.3 30.9% 0.2
2002 2.2 6.7 55.9% 0.9 42.7% 1.2 32.0% 0.2
2003 1.5 4.7 32.6% 0.7 43.1% 0.9 18.5% 0.2
基金維持 2000 4.4 7.0 45.0% 2.6 60.0% 1.8 18.0% 0.5
計73社 2001 4.6 7.6 46.8% 2.5 54.9% 2.1 21.1% 0.3
2002 4.7 7.9 47.9% 2.2 46.0% 2.5 25.8% 0.4
2003 4.4 7.3 42.3% 2.4 54.9% 2.0 19.1% 0.3
基金なし 2000 27.6 8.2 41.3% 12.4 44.9% 15.2 22.8% 4.8
計617社 2001 29.1 8.7 43.6% 12.5 42.8% 16.6 24.9% 3.0
2002 27.4 8.2 41.3% 10.8 39.3% 16.6 25.1% 2.6
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をとった。その手段を分類するならば、損失負担を前倒しするケース（第 3 章第 8 節参照）、
移行年度に圧縮するケース（第 3 章第 9 節参照）、および、将来年度に先送りするケース
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